






























































































































































































ためである。評者は，社会教育学は non-formal な学習にしろ informal な学習に
しろ，組織的な学習を対象とする学問領域と考える。社会教育法においても第２
条の社会教育の定義は控除法を用いながら，「組織的な教育活動」を対象とするこ
とを明示している。他方，著者のいうところの incidentalな学習には non-formal
な学習や informalな学習の方法と捉えられる討議，協議，話し合いなどが含まれ
ている。「incidental（偶発的）な学習」とは一体，何を意味するのかをより詳述
して欲しかった。同様に分析視角として示される住民の意図的学習と偶発的学習
の捉え方は，やや単純化し過ぎたり乱暴な解釈との誤解を生む可能性がある。本
分析の視角というだけに，この点はより精緻な説明が期待される。
第三に本研究の事例分析は，それぞれに異なる経過を辿りながら学校統廃合に
取り組んだ地域を敢えて析出したと推察されるが，事例によっては学校統廃合後
の経過をもう少し知りたかったというやや消化不良感の残る点を指摘したい。
学校統廃合に関わり住民と行政がそれぞれに「学習」の蓄積があったとすれば，
その後の住民と行政の関係や学校と地域の関係はどのように変化していったのか
についての知見が得られるはずである。そうした変化の過程こそ，学校と地域の
協働が極めて重視される現代の教育政策や教育実践に，重要な示唆を提供すると
考えるためである。
とはいえ，上記の３点はいずれも本書の研究成果と価値を損なうものではなく，
今後の更なる研究によって補われるものと確信している。特に評者は，著者が終
章において行政と住民の協働を実質化していく存在として社会教育主事や公民館
主事を挙げ，その役割論や職員論の究明という課題に取り組む必要があるとする
課題認識に強く共感する者である。今後の研究の更なる進展に大いに期待したい。
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